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い
（
認
定
証
が
交
付
さ
れ
、
申
請

し
た
月
の
初
日
か
ら
適
用
と
な
り

ま
す
）
。
な
お
、
現
在
交
付
し
て

い
る
認
定
証
の
有
効
期
限
は
７
月

31
日
㈰
ま
で
で
す
。
引
き
続
き
認

定
を
受
け
る
場
合
は
、
８
月
31
日

㈬
ま
で
に
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

問
本
庁
舎
国
保
年
金
課　
内
２
１

７
２

　
国
民
健
康
保
険
と
後
期
高
齢
者

医
療
に
加
入
し
て
い
る
方
が
現
在

お
使
い
の
受
給
者
証
の
有
効
期
限

は
、
７
月
31
日
㈰
ま
で
で
す
。

　
新
し
い
受
給
者
証
は
、
７
月
下

　
福
島
県
が
実
施
す
る
農
畜
産
物

等
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
検
査
に
お
い
て
、

本
市
の
牛
乳
・
乳
製
品
、
野
菜
類
、

卵
に
つ
い
て
は
、
現
在
、
放
射
性

ヨ
ウ
素
お
よ
び
放
射
性
セ
シ
ウ
ム

は
検
出
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

　
魚
で
は
、
川
魚
の
ヤ
マ
メ
（
阿

武
隈
川
）
に
つ
い
て
採
捕
・
出
荷

が
制
限
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
養
殖

の
川
魚
に
つ
い
て
は
、
暫
定
規
制

値
以
下
で
、
安
全
が
確
認
さ
れ
て

い
ま
す
。

3

問
本
庁
舎
農
政
課　
内
２
２
２
４

　
失
業
や
収
入
が
少
な
い
な
ど
の

理
由
で
、
国
民
年
金
の
保
険
料
を

納
め
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
に
は
、

納
付
の
免
除
制
度
が
あ
り
ま
す
。

　
保
険
料
を
未
納
の
ま
ま
放
置
す

る
と
、
将
来
の
老
齢
基
礎
年
金
や

障
害
基
礎
年
金
、
遺
族
基
礎
年
金

を
受
け
取
る
こ
と
が
で
き
な
く
な

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　
免
除
に
は
、
全
額
免
除
・
４
分

の
３
免
除
・
半
額
免
除
・
４
分
の

１
免
除
が
あ
り
、
本
人
・
配
偶
者

・
世
帯
主
の
前
年
の
所
得
で
審
査

さ
れ
ま
す
。

　
承
認
期
間
は
、
７
月
か
ら
翌
年

６
月
ま
で
で
、
毎
年
申
請
が
必
要

で
す
。
ま
た
、
20
歳
代
の
方
に
は

世
帯
主
の
所
得
に
か
か
わ
ら
ず
、

本
人
と
配
偶
者
の
所
得
が
基
準
以

下
で
あ
れ
ば
保
険
料
の
納
付
を
10

年
間
猶
予
す
る
制
度
も
あ
り
ま
す
。

⃝
申
請
に
必
要
な
も
の
　
▽
年
金

番
号
の
分
か
る
も
の
（
年
金
手
帳

な
ど
）
▽
雇
用
保
険
受
給
資
格
者

証
ま
た
は
雇
用
保
険
受
給
資
格
離

職
票
（
失
業
が
理
由
の
場
合
）
▽

印
鑑
（
本
人
以
外
が
申
請
す
る
場

合
）
▽
平
成
23
年
１
月
２
日
以
降

に
本
市
に
転
入
さ
れ
た
方
は
、
平

成
23
年
度
（
平
成
22
年
分
）
の
所

得
課
税
証
明
書

問
本
庁
舎
国
保
年
金
課　
内
２
１

７
４
／
各
庁
舎
市
民
福
祉
課　
表

郷
☎
㉜
２
１
１
３　
大
信
☎
㊻
３

９
７
４　
東
☎
㉞
２
１
１
３

　
国
民
健
康
保
険
と
後
期
高
齢
者

医
療
に
加
入
し
て
い
る
方
が
入
院

し
た
と
き
に
、
食
事
代
が
軽
減
さ

れ
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

　
こ
の
制
度
は
、
住
民
税
非
課
税

世
帯
の
方
が
該
当
と
な
り
ま
す
。

適
用
を
受
け
る
に
は
、
本
庁
舎
国

保
年
金
課
ま
で
申
請
し
て
く
だ
さ

旬
に
郵
送
し
ま
す
。

問
本
庁
舎
国
保
年
金
課　
内
２
１

７
２

　
75
歳
以
上
（
一
定
の
障
が
い
が

あ
る
65
歳
以
上
）
の
方
が
加
入
し

て
い
る
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の

被
保
険
者
証
は
１
年
ご
と
に
更
新

と
な
り
ま
す
。
現
在
お
使
い
の
被

保
険
者
証
（
ピ
ン
ク
色
）
の
有
効

期
限
は
７
月
31
日
㈰
ま
で
で
す
。

　
新
し
い
被
保
険
者
証
（
オ
レ
ン

ジ
色
）
は
７
月
下
旬
に
郵
送
し
ま

す
。

問
本
庁
舎
国
保
年
金
課　
内
２
１

７
５

案
内

入
院
時
の
自
己
負
担
額
お

よ
び
食
事
代
軽
減
制
度

国
民
健
康
保
険
・
後
期
高

齢
者
医
療
受
給
者
証
更
新

農
産
物
等
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

検
査
結
果
（
福
島
県
調
査
）

国
民
年
金
保
険
料
免
除
制
度

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証
更
新

原子力損害にかかる仮払請求について
　東京電力㈱では、農林漁業者が被った損害につ
いて、ＪＡ等農業者団体を通した請求を委任して
いない農業者に対し、損害の一部を仮払補償金と
して支払うため、個人からの請求を受け付けてい
ます。
※農業者団体に請求を委任している方は、個人と  
　して請求する必要はありません。
⃝個人により請求手続きを行う場合の請求方法
　　東京電力から「仮払補償金お支払いのご案内」
　を取り寄せ、仮払補償金請求書に必要事項を記
　入し、必要書類を添えて、東京電力に送付して
　ください。
⃝問い合わせ先
　福島原子力補償相談室（コールセンター）
　☎0120－926－404　
　※受付は午前９時～午後９時
　ホームページアドレス（東京電力ホームページ）
　http://www.tepco.co.jp/index-j.html
　※請求用紙については、本庁舎農政課または各
　　庁舎事業課にもあります。
問本庁舎農政課　内2224 ／各庁舎事業課　表郷
　☎㉜4785　大信☎㊻3973　東☎㉞2115　

　

　農業者年金は加入者数の変化や財政事情に左右さ
れない、安全・安心な公的年金です。
《新しい農業者年金の特徴》
１国民年金の第１号被保険者で、年間60日以上農業
　に従事する20歳以上60歳未満の方であれば誰でも
　加入できます。農地を持っていない農業者や家族
　従事者も加入できます。
２自ら積み立てた保険料とその運用益により受け取
　る年金額が決まる「積立方式（確定拠出型）」の
　年金です。
３認定農業者など一定の要件を備えた方に対し、保
　険料の国庫補助（政策支援）があります。
４保険料は、月額２万円から６万7,000円まで老後
　設計に応じて自由に選択できます。
５支払った保険料は全額（最高年額80万4,000円）
　が社会保険料控除の対象となります。また、受け
　取る年金についても公的年金等控除の対象となり
　ます。
６原則65歳から生涯年金が受けられ、80歳保証付
　（加入者・受給者の方が80歳までに受け取るはず
　であった年金を遺族の方に死亡一時金として支給）
　の終身年金です。
　※加入申し込みやご相談は、最寄りのＪＡ（農業
　　協同組合）、 農業委員会にお問い合わせください。

　問農業委員会事務局　内2241

　  農業者の皆さんへ
　新しい農業者年金に加入しましょう


